
携帯電話も使えず、役所にもどこにも連絡がと
れない状況で、何を当てにできたかっていう
と、集落ごとにある契約講でした。避難所 ( 体
育館等 ) からの早期脱出のための二次避難、
三次避難場所の想定が必要。5年も仮設住
宅にいるとコミュニティが劣化して、まっ
たく違う局面が出てくるっていうことに
対して、やはり想像力はそんなに持て
てなかったと思うんです。20,000 戸の仮
設住宅を建てるっていう状況になったと
きには、もう順番だとかなんとかっていう
よりも、ともかくどこに建てて、どうやって

資材を調達するかというのがそのときは 1番優先
されていたんだと思います。国土交通省都市局の直
轄調査により市町村を直接支援した。国の職員とコ
ンサルと専門家をセットで被災市町村に派遣し、被災
市町村に寄り添って復興マスタープラン策定を支援した
ことは有効であった。震災復興の大方針の中で「今回は復
興の主体を市町村とする」という方針が出まして、そんな
こと言っても、果たして出来るのかということをずっと思っ

ていました。縦割り解消のために出来たのが復興庁でして、様々
な問題を「ワンストップ」で解決しようという試みが復興庁でした。
今回の 100％国費負担によって、なにかあれば国が 100％見てくれる
という風潮になってしまうと、自治体自体が考えなくなってしまい
ます。津波シミュレーション絶対主義（総合的判断の放棄）の問題。
とにかく、住民主体が重要。被災者らが自ら考え計画したことで、
より迅速な行動につながる。日本は合意調達に偏りすぎだと思いま
す。堤防高や跡地利用に際し、多くの住民が賛成していても、必ず
反対者はある。復興の時に、国が復旧ではなく復興という言葉を使っ
たことが一番の問題ではないかと思います。災害危険区域、移転促
進地域の設定の難しさ。地元発注型木造応急仮設住宅の建設（宮城
では少ないが岩手・福島では一定の役割）。コンパクトシティという
考え方は職住分離ではなく職住融合がテーマだと思います。なるべく

「医、職、住、育、連、治」を包括的に考えて、復興像や市街地像を作っ
てかないといけない。「自然地形に沿った自然に逆らわない造成にし
ましょう」ということに取り組んでいました。被災し苦労して立ち
上がろうとしている周囲の自力再建者たちの中で、災害公営住宅の
人は裕福な生活をしていると言われると困るということでした。ど
この災害公営住宅を見ても、居室を一歩出るとすぐ共用スペースに
なっており、プライベートとパブリックの両極しかなく、その中間
がないんですよ。医療が無いなりの生き方があるんです。集会所が

地域の医 療や介護の問題を解消し、日本全体の社会コストを縮減することを
意識したまちづくりとか集会所のあり方があると思うんです。「石巻のまち中で自立できる職
業って何」って言ったときに、極端に言うと、平地の駐車場か自分が土地を持っている飲食店
のこの２つだけだと思います。中心市街地を活性化させるというのは、商店街を活性化させ
るという意味ではなくて、中心で何かができるとかワクワク感みたいなものを、中心市街地
にいる人たちに持たせるということですよね。（再開発事業の比喩として）外科手術を一生
懸命やっていらっしゃる方と、（ゲリラ的なリノベーションの比喩として）鍼治療を一生懸
命やっていらっしゃる方と、どういうふうにうまく連携していくと、外科治療ではうまく出
来なところを鍼治療でしてもらい、もしくは鍼治療では出来ない部分を外科手術にしても
らいという、そのうまい関係というのはどうやったら作っていけるのでしょうか。超高齢
社会における地方部の住まいとまちのあり方。地元に残りたいのは主に高齢者だが、その
意向だけを聞いて復興するのは問題。「６次産業化支援」農工連携、人材育成。農業の多
角化も必要ではあるが、食品加工業者の農業経営も重要である。両事業を平等に扱い、
両事業に通じた人材育成を行ないながら、相互の連携を進めていくことが大切。例えば
田舎で、「補助金をもらって道路をつくると、全国一律な基準でつくらなきゃいけない
ので立派になりすぎる、そんなのはうちの村にはいらないから、補助金なしで村民挙
げて自力でつくっちゃえ」のような道普請みたいな話が始まっている時代です。中年
女性が全国平均と比べて大幅に悪いんです。男性はそれほど変化がないんですが、
中年女性の鬱が非常に多いということがわかりました。復興において、縦割りの行
政システムによって無駄な税金が使われ過ぎているような気がする。地震・津波・
人口減少は必然であり、そういったことを踏まえて災害前に復興について考えて
おく必要がある。人間の復興。災害復興に最も必要なのは，方向性を定めて共有
すること。今こそ，人間の復興を中心とする「災害復興基本法」を平時に確立すべき。
「行政の合意形成は自らの素案に賛同してもらうこと」でしかないのではないか。
地域によっては、被災者や住民に「任せなさい」とする慣習が改めて浮き彫りになっ
たのでは。都市計画屋も土木屋も標準設計しかできない人ばっかりになっちゃって
います。この震災復興を考えるに際して、多くの専門家の考えが入れば入るほど、
それは基本的には都会的なものの見方をしているはずで、地方の実情に合わないの
ではないかと危惧を持っていました。仕様の設定で突っ走る土木（予算は無制限に
近い）とユーザーとの対話を経て予算内に納めるのが前提の建築。「大学による支
援」は本当にうまく行ったのか、検証が必要。被災地間の格差が広がり、競争も
激化していく。「第二の喪失感」によって被災地の自立と「心の復興」が課題とな
る。「自然との共生」巨大な構築物で災害に立ち向かうのには限界がある。もう
ちょっと下からのボトムアップの公共性というのがいっぱいあっていいんじゃな
いかと、それがたぶん最近の新しい町のあり方ともつながっていくのかなという
気がします。過去の津波被害の教訓が活かされた地域とそうでない地域で明暗
が分かれたことを教訓に、後世にシッカリと繋いでいくための取組が必要。こ
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みやぎボイスはラウン
ドテーブル形式で東日
本大震災の復興に関す
る様々なテーマを論じ
合う場です。
復興に取り組み見守っ
てきた市民、行政、支
援者、事業者、専門家
が一堂に集い意見交換
を展開します。
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せんだいメディアテーク１F
オープンスクエア

開催場所

後援　

問い合わせ先

公益社団法人日本建築家協会東北支部宮城地域会
一般社団法人みやぎ連携復興センター
宮城県サポートセンター支援事務所
宮城県災害復興支援士業連絡会
一般社団法人東北圏地域づくりコンソーシアム

（公社）日本建築家協会（JIA) 東北支部宮城地域会
仙台市青葉区一番町４－１－１仙台セントラルビル４F
電話：022-225-1120
e-mail：miyagi@jia-tohoku.org
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東北工業大学
東北学院大学
尚絅学院大学
宮城学院女子大学
朝日新聞仙台総局
毎日新聞仙台支局
産経新聞社東北総局
読売新聞東北総局
日本経済新聞仙台支局
　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　
　　　　
　　　　　　　
　　　　　　
　　　　
東北専門新聞連盟
（株）建設新聞
七十七銀行
　　　  
新建築
              
仙台経済界

国土交通省東北地方整備局
厚生労働省東北厚生局
経済産業省東北経済産業局
復興庁宮城復興局
宮城県
仙台市
石巻市
気仙沼市
名取市
岩沼市
東松島市
山元町
七ヶ浜町
女川町
宮城県商工会議所連合会
仙台商工会議所
みやぎ復興住宅整備推進会議
（一社）日本建築学会東北支部
（一社）宮城県建築士会
（一社）宮城県建築士事務所協会
（一財）宮城県建築住宅センター
（一社）日本建設業連合会東北支部
独立行政法人都市再生機構
国立研究開発法人建築研究所
独立行政法人住宅金融支援機構東北支店
仙台弁護士会
（公社）建築士会連合会
（一社）プレハブ建築協会
（公社）土木学会東北支部
（公社）日本測量協会東北支部
（公社）日本技術士会東北本部宮城県支部
（公社）都市住宅学会東北支部
（公社）日本都市計画学会東北支部
（公財）地域創造基金さなぶり
東北大学
東北大学災害科学国際研究所
東北大学経済学研究科・震災復興研究センター
宮城教育大学
東北学院大学災害ボランティアステーション
宮城大学


